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表 1－１国籍・地域別・男女別 在留外国人 
国籍・地域 
総  数 
 
男 女 
総数 2,172,892 1,014,291 1,158,601 
中国 656403 280,563 375,840 
韓国・朝鮮 497,707 228,690 269,017 
フィリピン 224,048 56,250 167,798 
ベトナム 124,820 73,130 51,690 






































































































































































１）大阪市  大阪市外国籍住民施策有識者会議 

















































































































































































































































公募・推薦 委嘱 委嘱 推薦・公募
推薦・県関係
部局職員








25名以内 10名程度 10名以内 ４0名以内 15名て程度 ２0名以内 14名以内 6名程度 12名以内 １２名以内 15名程度 26名以内 20名以内
日本国籍
参加可否



























































































































































































































































































(b)愛知県外国人県民あいち会議 (b)千葉市 外国人市民懇談会 
(c)神戸市 外国人市民会議 (c)岐阜県 外国籍県民会議   
  (d)兵庫県 外国人県民共生会議   
  (e)大阪市 外国籍住民施策有識
者会議 
  
  (f)名古屋市 外国人市民懇談会   
  (g)京都市 外国籍市民施策懇話
会 
  












































































































































































表 3－1 対象会議の基本情報 
 
1 2 3 





設置時期 1996.12.1 2003.5.1 1998.11.1 















募集方法 公募 委嘱 公募 

















図 3－1 川崎市外国人人口の推移 
 
（出典： 川崎市国籍別外国人住民人口推移 国勢調査 平成 22年） 
 






























































































んでいる。1980年から 2005年までの 25年間で人数の 3.8倍、国籍数で 1.7倍に増加











































































































































































日時 対象 言語 場所 内容 
2015 年 1月 22日 
川崎市 人権・男女共同参画室 外国人





2015年 11月 12日 
神奈川県 県民局くらし県民部国際課  























































































































































































































































































1 2 3 
















国籍 日本国籍を有しないもの 外国籍 
外国人コミュニティ関係者及び 
学識経験者 
年齢 18歳以上 18歳以上 18歳以上 




有 無 無 
























































      



























































  川崎市外国人市民代表者会議 外国籍県民かながわ会議 神戸市外国人住民会議 
募集方法 公募 公募 委託 
応募人数 26名以内 20名以内 1２名以内 
参加者の国籍数 15 8 9 
外国籍住民数の国籍
比により選出 
有 有 無 
国籍条件 日本国籍を有しないもの 外国籍 
外国人コミュニティ関係者及
び学識経験者 
年齢条件 18歳以上 18歳以上 18歳以上 
日本人の参加 
(専門家の場合を除く) 








































































































































































年度 取 組みの内容 
1972（昭和 47）年 市内在住外国人への国民健康保険の適用 
1975（昭和 50) 年 市営住宅入居資格の国籍条項撤廃 、児童手当の支給開始 
1986（昭和 61）年 「川崎市在日外国人教育基本方針－主として在日韓国・朝鮮人教育－」の制定 
1988（昭和 63）年 川崎市ふれあい館の開設 
1989（平成元)年 財団法人川崎市国 交流協会設立 
1990（平成 2）年 外国人市民施策推進のための 24項目の検討課題を とめる 
1993（平成 5）年 
川崎市外国籍市民意識実態調査の実施 

















2005（平成 17）年 「川崎市多文化共生社会推進指針」の策定 













































































































































































































































26名の代表者は、中国籍 5人、韓国・朝鮮籍 4人、台湾籍 2人、ブラジル籍 2人、フィ
リピン籍 2人、ベトナム籍 2人、インド籍 1人、マレーシア籍 1人、ウクライナ籍 1人、

































表４－２川崎市外国人市民代表者会議 第 10期 代表者名簿 
名前 国籍・地域 居住区 役職・部会 
セヌ― ジョアキム ベナン 高津 社会生活部会・委員長 
オルソン チャールズ アメリカ 高津 社会生活部会・副委員長 
園田 泉 ベアトリス ブラジル 宮前 部会長・福祉教育部会 
河本 ファビオ 良則 ブラジル 川崎 福祉教育部会 
金（きむ） スンオグ 朝鮮 川崎 福祉教育部会 
ケゼングア エドワード ケニア 中原 福祉教育部会 
鈴木 イェレナ ロシア 宮前 福祉教育部会 
崔 想（ちぇ さん） 韓国 中原 福祉教育部会 
仲田 シリワン タイ 高津 福祉教育部会 
バルトコバ オクサナ ウクライナ 川崎 福祉教育部会 
ヒラチャン アスカ ネパール 高津 福祉教育部会 
ヘイ ジャ フィ マレーシア 麻生 福祉教育部会 
牟 鳳菊（む ふぉんち） 台湾 宮前 福祉教育部会 
劉 健全（りゅう けんぜん） 中国 中原 福祉教育部会 
任 家林（れん じゃりん） 中国 川崎 部会長・社会生活部会 
ヴィラマー ジェリー フィリピン 麻生 社会生活部会 
王 夕心（おう ゆうしん） 中国 宮前 社会生活部会 
グェン ゴク バオ リン ベトナム 高津 社会生活部会 
孔 敏淑（こん みんすく） 韓国 中原 社会生活部会 
シフケン ブランドン アメリカ 麻生 社会生活部会 
シャルマ ガジェンダー インド 幸 社会生活部会 
タカハシ ライゼール ラモス フィリピン 川崎 社会生活部会 
張 氷青（ちょう ひょうせい） 中国 多摩 社会生活部会 
ディットマー ダニエラ ドイツ 多摩 社会生活部会 
童 堉恆（どう ゆうへい） 台湾 高津 社会生活部会 
河 相宇（は さんう） 韓国 高津 社会生活部会 
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Brubaker ed. Immigration and the Politics of Citizenship in Europe and North America. 
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